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研究成果の概要（和文）：本研究では、政治思想史の観点から、近代日本において英国政治システムの理解がど
のように変遷してきたかを分析した。その際、19世紀以降の英国の政治システムを、王権と融合した「国会主
権」と「人民主権」という二つの原理から捉え、これらの主権原理を媒介するものとして代議制デモクラシー論
を位置づけた。代議制デモクラシー論については、日本において時期ごとに理解が進み、それに応じた反応がみ
られる。しかし、不文憲法体制であることも一因となって、英国の「国会主権」は、立憲君主政の政治システム
としても、また議院内閣制を支える論理としても、近現代の日本では十分には理解されなかった。

研究成果の概要（英文）：This research project analyzes how the understanding of the British 
political system has changed in modern Japan from the perspective of political thought history.　In 
this study, the British political system from the 19th century onwards was viewed from the 
perspective of two principles, "parliamentary sovereignty" which were integrated with royal power 
and "popular sovereignty", and the theory of representative democracy was positioned as a medium 
between these principles of sovereignty.　In Japan, the understanding of representative democracy 
has progressed over time, and responses have been made accordingly. However, partly due to the 
unwritten constitution, British "parliamentary sovereignty" has not been fully understood in modern 
Japan, either as a political system of constitutional monarchy or as the logic behind the 
parliamentary cabinet system.

研究分野：日本政治思想史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
19世紀後半から20世紀初頭にかけて、英国国政では「国会主権」と「人民主権」の原理が英国内の自己理解とし
ても確立していくが、近代日本の英国代議制デモクラシーの受容過程において、これらの原理の構造的な問題は
十分に意識されていなかった。本研究では、英国国家構造をめぐる古典的な著作の日本への受容を検討して、デ
モクラシーをめぐるこの二つの主権原理が、明治期以降の日本の識者たちにどのように理解されたのかを時代ご
とに明らかし、長期的視野のもとで、英国の代議制デモクラシーと立憲君主政の政治システムの日本での受容過
程を解明しようとした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）2016年の英国の EU離脱をめぐる国民投票は、英国国政の構造的な問題を露呈させた。す
なわち、政治エリートが調整機能を果たしてきた英国政治は、国民投票（referendum）の実施に
よって、最終判断を多数意見という「民意」に委ね始めた。ダイシー学説が主導し、裁判所、政
治家を含めて広く英国社会に受け入れられている「国会主権」の原則は、「人民主権」とは異な
る原理に基づく。代議制デモクラシーの国会を主権者とするならば、直接民主制の一形式で「人
民主権」と親和性をもつ国民投票制度は、両立しがたい。しかし EU 離脱の国民投票を受けて、
英国憲政史研究の泰斗ヴァーノン・ボグダナーでさえ、「人民主権は国会主権より優れている」
（2016･2017）と述べるに至っていた。 
 
（２）英国の立憲君主政の実態を踏まえた日英の立憲君主政比較は、比較憲法学の分野での研究
を除けば、政治学分野ではそれほど多くはなかった。理論的関心を含む数少ない政治学の分析に
おいても、不文憲法体制、議院内閣制を含む国家構造とそこでの権力融合やデモクラシー論の検
討には及んではいなかった。前出のボグダナーは、英国の近現代の立憲君主政に関して、「立憲
君主政はデモクラシーを蝕むのではなく、民主政的諸制度（democratic institutions）を支えるのに
役立っている」（1995）との見解を示しているが、日本の立憲君主政においても、この指摘の妥
当性を検討する必要があると思われた。 
 
（３）19世紀後半から 20世紀初頭にかけて、英国国政では「国会主権」と「人民主権」の原理
が英国内の自己理解としても確立していくが、近代日本の英国代議制デモクラシーの受容過程
において、これらの原理の構造的な問題は十分に意識されていなかったのではないか。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究課題の目的は、デモクラシーにおける対内的な主権論との関連において、日本にお
ける英国政治システムの理解の変遷を明らかにすることである。英国では、19世紀後半から 20
世紀前半に、国民の政治参加を促進するデモクラシーの「輿論」や「民意」に直面しつつも、「人
民主権」（sovereignty of the People）ではなく、立憲君主制と議院内閣制を擁する「国会主権」
（sovereignty of Parliament）の国家構造という自己理解が確立された。戦後日本の政治学研究に
おいては、英国のデモクラシーを理解する際に、王権と議会が融合した「国会主権」の意義を看
過する傾向がみられるが、こうした理解では英国の立憲君主政の特徴を捉えることは難しい。 
 
（２）「人民主権」を国是とする以前の

、、、
近代日本において、デモクラシーを発展させてきた英国

の政治システムはいかに捉えられたのか。19世紀後半から 20世紀初頭の大衆の「民意」に直面
せざるを得ないという時代的課題に応えた、英国政治の（王権と融合した）「国会主権」と「人
民主権」をめぐる主権論は、同時代の日本国内でどのように受け止められたのか。戦後日本の国
民主権や立憲君主政という認識上の前提を排して、同時代の相のもとに、日本における英国の政
治システム理解とその変遷を位置付けることが、本研究のねらいである。その背景にある根源的
な理論上の「問い」は、そもそもデモクラシー論として、対内的な「国会主権」と「人民主権」
の二つの原理とその相互関係をどのように捉えたらよいのか。また現実政治において、それらは
どれほど有効なのか、というものである。 
 
３．研究の方法 
（１）本研究では、政治思想史の観点から、同時代の英国国家構造をめぐる古典的な著作の日本
への受容を検討して、デモクラシーをめぐるこの二つの主権原理が、明治期以降の日本の識者た
ちにどのように理解されたのかを時代ごとに明らかし、長期的視野のもとで、英国の代議制デモ
クラシーと立憲君主政の政治システムの日本での受容過程を解明しようとした。 
 
（２）検討対象となる英国政治学の古典的著作は、具体的には、J.S.ミルと H.スペンサーの代議
政体論、バジョットとダイシーの英国国制論、さらにこれらを補うためにディズレイリ、エイモ
スやラスキらの著作検討を課題とした。 
 
４． 研究成果 
（１）研究上の主な成果 
①英国が、対内的に、社会契約論にもとづく国家の正統性の根拠である「人民主権」ではな
く、国王・貴族院・庶民院の三者からなる国会につねに絶対的な立法権を認め、その立法権力を
制限する法規範はないという「国会主権」を採ってきたことは、とりわけ戦後日本の政治学研究
においては適切に認識されてこなかった。イングランドの政治システムは、ダイシーが『憲法序
説』（初版 1885）で歴史的に明快に説明し、19世紀後半から英国の裁判所も法規範とした「国会
主権の原則」のもとに機能しており、スコットランドの憲法論にみられる「人民主権」とは異な
る。このことは、英国が不文憲法体制をとることもあって、日本の政治学者によって十分に留意
されていないと思われる。たとえば、英国の国家構造に関する古典的著作であるバジョットの



『英国国制論』（初版 1867、第二版 1872）を、後世の視点から「大衆デモクラシー」の問題性を
示唆するものと位置付ける丸山眞男や岩重政敏の見解は、近年の政治思想史研究において「バジ
ョット自身が実際に生きた時代とは異なる時代の問題に取り組んだとするアナクロニズムに陥
っている」（遠山隆淑）と批判されている。しかし、このようなかつての思想史解釈の「読み込
み」は、従来の諸研究が、デモクラシー論として、英国の法規範が拠って立つ絶対的な「国会主
権」と「人民主権」の相違とその相互関係を踏まえていないことにも一因があると考えられる。 
この問題は、彼我の相違を適切に考慮しない戦後

、、
日本の政治学研究における近現代英国の理

解にも関連する。第一に、戦後の日本では国民主権の原理に基づく日本国憲法が成立し、「人民
主権」はデモクラシーとほぼ同義に用いられる。だが、歴史的にデモクラシーを発展させてきた
英国では、大衆ではなく政治エリートが主導する「国会主権」のもとで政治システムが機能して
いる。英国で 19 世紀後半から徐々に進んだ貴族政治（aristocracy）から大衆デモクラシー政治
（mass democracy）への移行は、第一次世界大戦を契機に決定的となり、1918年の男子普通選挙
権と女子（30 歳以上）選挙権、さらに 1928 年の 21 歳以上の男女普通選挙権の付与に結実した
とされる。しかしこのような選挙権拡大にもかかわらず、英国においては階級社会が厳然として
存続し、実質的には政治エリートと大衆とが区別され、法規範上も対内的には「国会主権」が原
則とされてきた。第二に、戦後日本の象徴天皇の制度は、一般に、19 世紀に英国で確立された
「君臨すれども統治せず」という「議会主義的君主制」（parliamentary monarchy）の類型に大別
される。だが、英国においては、議会が王権に勝利した 1688～89年の「名誉革命」以後、国王
が国会に取り込まれて権力が融合し、国王は国会の一部（「議会における国王」Crown in Parliament）
として存在している。権力分立ではなく、権力融合（fusion of powers）こそは英国の国家構造に
特徴的な思想であり、王権と議会が融合した「国会主権」に力点がおかれるべきだが、戦後日本
の英国立憲君主政の理解ではこの権力融合の把握が十分であるとはいえない。戦後象徴天皇の
モデルとされたジョージ五世（在位 1910-36）を「民衆君主制」（people’s monarchy）の至高の存
在とする位置付けも、歴史論評としては通用するが、政治学上の立憲君主政の理論分析としては
問題を残している。 

 
②英国の議院内閣制、代議制デモクラシー、立憲君主政の政治システムは、主権をもちうる国
王―議会―国民の三者関係を前提にすれば、国王と議会が融合した「国会主権」のもとに、20世
紀初頭の英国で自己定義化されていく。その過程で、デモクラシーの原理的要請として「人民主
権」があることは、つねに意識されていた。他方、日本においては、天皇－議会－国民（臣民）
の関係のなかで、国家主権が天皇にあることが明治憲法上明記されるが（そのことが強調される
時期は 1930年代後半以降にある）、デモクラシーの時代的要請に直面しつつ、同時代の形成過程
の英国の国家構造が、時期によって異なった問題関心から注目されていた。 
本研究での暫定的な見通しは、不文憲法体制であることも一因となって、英国の「国会主権」
は、立憲君主政の政治システムとしても、また議院内閣制を支える論理としても、近代日本、さ
らには戦後に至るまで十分には理解されなかった。しかし、二つの主権原理を媒介する代議制デ
モクラシー論については、時期ごとに理解が進み、それに応じた反応がみられた、というもので
ある。 
英国の政治システムをめぐっては、福澤諭吉による議院内閣制や立憲君主政の紹介が知られ
るが、本研究で検討した古典的著作の翻訳書刊行の状況からは、〈1〉自由民権運動最盛期、〈2〉
1890 年の国会開設が発表された 1881 年後、〈3〉内閣制度が成立した 1885 年後、〈4〉衆議院選
挙法が定った 1889年後、〈5〉1910年代半ばのいわゆる「大正デモクラシー」期に受容が深まっ
たことが窺える。他方、翻訳書によらない受容は、福澤だけでなく井上毅がバジョットを参照し
ていたこと、ダイシーについても明治憲法制定過程で参照されていたこと（伊藤博文『憲法義解』
での複数のダイシーからの引用）などの事例がある。  
英国の政治システムのうち、「国会主権」と「人民主権」の原理をつなぐ代議制デモクラシー
については、英国内の選挙制度改革の側面からみるならば、上記のいくつかの著作とも連動して
いることがわかる。すなわち、J.S.ミルが『代議制統治論』で支持した少数者の代表も選出され
る比例代表制は、バジョットによる『英国の国家構造』での批判を契機に支持を失って導入を見
合わされ、多数代表制が導入された。さらに、1884-85年にも比例代表制運動は高まるが、退け
られて小選挙区制度が導入されている。ダイシーは、『法律と輿論の関係』で、英国に特有な「貴
族崇拝心によって潤色されたデモクラシー」の形態を肯定的に認めていた。 
 
（２）国内外における本研究の位置づけ 
 ①本研究の学術的意義は、あえて日本での受容とその理解の変遷という契機を含むことで、
英国の研究者が自国研究として行うのとは異なる独自性をもち、日本の政治学研究として国際
的な学界に貢献できる点である。英国の政治システムの特徴である二大政党制に依拠した集権
的な議院内閣制自体は、1980 年代には英国内で国家構造の改革が始まり、その後大幅に変容し
ていくが、日本では 1990年代以降も、19世紀の「議会政治」（parliamentary government）の延長
に、19世紀後半から 20

、、
世紀前半
、、、、
に確立された英国の「内閣政治」（cabinet government）こそが、

政治改革のモデルとされた。アンドレ・レイプハルトによる「ウェストミンスター・モデル」も、
基本的には、20

、、
世紀前半まで
、、、、、、

に確立された英国政治の類型化である。本研究が「日本における
英国政治システム理解」を標榜しつつも、19世紀後半と 20世紀前半の古典的議論の同時代的受



容とその後の理解の変遷にこだわる積極的意義と独自性は、そこにある。 
 
②「輿論」や「民意」に直面した英国と日本の立憲君主政の課題を、主権論のおける「国会主
権」と「人民主権」という二つの原理から分析する視角も、本研究の新規性である。日本で受容
された英国立憲政とその思想研究は、憲法史と政治史の分野では皆無ではない。幕末期からの英
国国会制度の受容については、憲法史で包括的な研究があるが、事例紹介に終始して理論的な関
心が乏しく、明治憲法構想までで分析がおわっている。また近代日本の政治体制をめぐっては、
歴史学研究ではながく、絶対君主制か英国に類似した立憲君主制かの論争が繰り返されてきた。
政治史学の分野で試みられたように、マルクス主義理論の前提や先入観を排し、英国の近代君主
の実態を踏まえ、時期ごとにその性格を細分化して位置付ける必要があるが、その上でなお、政
治思想研究から、立憲君主政の理論内容を明確化し、英国の主権論の原理とその相互関係を問う
ことで、立憲君主政研究のさらなる発展に貢献できると考えている。 
 
（３）今後の展望と課題 
 本研究の多くの期間は、コロナ禍を経て授業形態が大幅に変更され、授業準備に多くの時間を
割く必要に迫られた時期と重なった。そのため当初予定していた国内外での史料調査や研究会
参加を見送らざるをえなかった。また、近年刊行された各種の関連翻訳書や研究書に刺激されて、
代議制デモクラシーの哲学的基礎を再検討する必要を感じ、検討対象を 19世紀以前に遡り、そ
れとの関係で 19世紀半ば以降の理解を位置づけることにも着手した。さらに、英国国政を「国
会主権」の国家構造と捉える自己理解が生まれる 19世紀後半から 20世紀初頭までの期間は、同
国内においてジェンダーの観点からする選挙制度改革が提起された時期とも重なっている。王
権におけるジェンダー論と併せて、同時期の「国会主権」と「人民主権」の検討にはジェンダー
の視点を入れる必要があるとの認識から、近代日本でのスペンサーと J.S.ミルの男女同権論の受
容検討も併せて行なった。 
このため、当初の予定では検討対象だったダイシーの『憲法序説』と『19 世紀における英国
の法律と輿論の関係』の日本での受容と理解の検討が、現時点では不十分なままで留まっている。
ダイシーの評価をめぐっては、時代的背景との関連で、とくに英国におけるダイシー憲法学説の
政治性についても配慮する必要がある。本研究で着目した二つの主権原理のうち、一方の「国会
主権」を主唱した古典的著作であるがゆえに、理論枠組みについての確かな見通しをたてたうえ
で、今後の本研究成果全体の公表につなげてゆきたい。 



５．主な発表論文等

〔雑誌論文〕　計0件

〔学会発表〕　計0件

〔図書〕　計0件

〔産業財産権〕

〔その他〕

－

６．研究組織

７．科研費を使用して開催した国際研究集会

〔国際研究集会〕　計0件

８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

所属研究機関・部局・職
（機関番号）

氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）

備考

共同研究相手国 相手方研究機関


